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原子力損害賠償制度に関する国際条約への参加の件 

 
 今般の東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、原子力損

害が国境を越えて他国にも及ぶことがありうることを認識し、原子

力損害賠償の国際的枠組みの充実に我が国としても貢献していくべ

きとの観点から、原子力損害賠償制度に関する国際条約への参加に

ついて、主な三つの国際条約間の比較検証もふくめ、早急に関係省

が連携して検討の上、結論を出すべきである。 

 その際、原子力損害賠償制度に関する国際条約の内、ＣＳＣ（原

子力損害の補完的補償条約）は、①我が国の原子力損害賠償制度と

の親和性が高いこと、②米国が主導する国際的枠組みであり、アジ

アを中心に参加国が広がる可能性が高いこと、③我が国の締結によ

り直ちに発効することから我が国の存在感が発揮できること、等に

より我が国のＣＳＣへの参加を軸に検討を進めるべきと考える。 
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